
悩み 実施できる支援 事業所の変化

健康診断がやりっぱなしに
なっている

• 保健指導が必要な従業員を優先したリストの作成

• 保健師による健康相談 など
再検査の受診率が向上した

メンタルヘルス対策として
何から行えば良いか
わからない

• メンタルヘルス不調者／高ストレス者の健康相談

• ストレスチェック後の管理職向け結果説明会の実施 など

メンタルヘルス不調による
休職者が減った

従業員へ効果的な
健康教育を実施したい

• 健康課題別の内容をご提案するオーダーメイドの研修

• 集合研修・オンライン研修・動画研修・健康コラム提供などの
選べる実施方法

喫煙率が低下した

従業員の健康管理に

専門職を活用してみませんか?

出典｜健康経営優良法人認定事務局ポータルサイト「ACTION！健康経営」

※申請書類作成や健康経営の現状を診断・評価するコンサルタント業務など
を行うものではありません

ご相談・お見積は無料です。まずはお気軽にご相談ください。

TEL 053-477-0587

社会福祉法人 聖隷福祉事業団 保健事業部 営業契約課

受付時間：月～金曜日 9時～16時（祝日除く）

email: hoken-eigyou@sis.seirei.or.jp

◆ 聖隷の専門職サービスが健康経営度調査票の評価項目に該当

事業所の課題解決をお手伝いします！

✓健康をサポートする従業員の幅が広がる
✓親しみやすさで相談のハードルが下がる
✓従業員と企業、産業医間の調整やコーデネートができる

コース・時間 料金（税込） 備考

研修・セミナー １回 90分まで 71,500 円～ 講師：保健師のほか、管理栄養士、健康運動指導士など

実施方法：対面・オンライン

保健師面談 お一人（30分～） 9,900円～ 実施方法：オンライン

忙しい
産業医には
これ以上
頼めない

従業員には
健康でいて
もらいたいけど
何から始めたら
いい ?

健康経営銘柄2024選定基準及び健康経営優良法人2024（大規模法人部門）認定要件（抜粋）

社会福祉法人 聖隷福祉事業団

保 健 事 業 部

お問合せ

健康管理のための専門職活用のご案内

保健師活用のメリット

・産業医・保健師の関与

・受診勧奨の取り組み

・管理職又は従業員に対する教育機会の設定

・保健指導の実施に関する取り組み

・食生活の改善に向けた取り組み

・運動機会の増進に向けた取り組み

・女性の健康保持・増進に向けた取り組み

・メンタルヘルス不調者への対応に関する取り組み

・感染症予防に関する取り組み

・喫煙率低下に向けた取り組み など

従業員の皆様が

いきいき働くことがで
きる職場づくりを

応援します

♦介入後の実績は裏面で紹介します



定期健康診断

精検受診率UP

ストレスチェック集団分析

健康リスク120以上の職場減

喫煙率低減

「健康課題解決」実績例
専門職介入後の

専門職の活用により成果につながった事例です
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成果

• 介入前50％台だった精検受診率が
介入後から80％以上をキープ!

• 事業場内で
「精密検査は受けるもの」という意識が浸透

健康経営優良法人（大規模法人部門）を取得された企業様の
健康経営度調査票における「制度・施策実行／保健指導」項目の偏差値が業種トップを記録
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喫煙率

禁煙意思あり

介入前

22名

65名

健康管理のための専門職活用のご案内

28.5%
27.1%

25.0%

32名

健康は
スモールステップで実現

介入内容

• 保健師健康相談での受診勧奨

• 職場長を巻き込んだ受診勧奨体制構築のサポート

介入内容

• 管理職向け研修実施
参加者：健康リスク120以上の部署の管理職

• 全職員向けセルフケアに関する動画配信

• 高ストレス者に対する健康相談

介入内容

• 禁煙指導の資格保有者による喫煙者への研修や
リーフレットでの情報提供

• 希望者への禁煙個別相談

成果

•健康リスク120以上の職場数ゼロ

•高ストレス者割合も10％⇒6％に減少

成果

•喫煙率低減

• 『禁煙意志あり』と回答した人数が大幅に増加
2020年 22名 ⇒ 2022年 65名

さらにこんな効果も！

介入内容

• 定期健診の精密・再検査対象者全員への健康相談

• 「健診結果の見方・活かし方」研修実施

健康経営優良法人（大規模法人部門）認定要件

分母は社内の全部署数

※

※健康リスク100を基準値として120を超えた段階で健康問題が
発生している傾向あり。


